第６号様式（第１１条関係）                       　　　　　　      
　　年　　月　　日
岐阜県知事 　様
	住　　　所
	
	

	名　　　称
	
	

	役　　　職
	
	

	代表者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　
	

	担当者氏名
	
	

	連　絡　先
	
	


　　　年度中小企業販路開拓等支援事業費補助金に係る事業
実績報告書
　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた標記補助金に係る事業を、　　年　　月　　日付けで完了しましたので、岐阜県補助金等交付規則第１３条の規定により次の書類を添えて報告します。
記
１　補助金交付の対象となった事業名
     　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業　
２　補助事業に要した経費及び補助金の額
	（１）補助事業に要した経費
（※決算総表（収支決算書）の㋐を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	（２）補助対象経費
（※決算総表（収支決算書）の㋐－㋑を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　　円

	（３）補助金の額
（※決算総表（収支決算書）の eq \o\ac(○,オ)を転記）
	金　　　　　　　　　　　　　　　円


３　添付書類
　　別紙１（事業実績報告書）
　　別紙２－１～５（決算総表（収支決算書）及び支出明細報告書）
別紙３（収益納付に係る報告書）
※販売等売上げを伴う見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア開催事業
別紙４（補助事業評価書）
別紙５（実績報告時チェックリスト）

別紙１（共通）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業実績報告書
１　事業の名称（計画名）　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」事業
　　　※交付決定通知書に記載された事業名を記載すること。
２　申請者の概要
	HPアドレス
	

	担当者の役職・氏名
	

	担当者の電話番号
	
	FAX番号
	

	担当者のe-mail
	


３　事業の実施期間
　　　　開始日　　　　　　年　　月　　日
　　　　完了日　　　　　　年　　月　　日
４　事業の内容（別紙にまとめることも可）
※事業に係る報告書や資料、写真を貼付すること。
※成果物等に「この○○は、岐阜県中小企業販路開拓等支援事業の補助金を活用して実施しています。」との趣旨を表示すること。
(1)見本市等出展・開催事業
	見本市等の名称
	

	開催国・都市・会場
	

	開催期間
	

	内容
	

	来場者数
	
	出展者数
	

	ブース来場者数
	

	会場・現地での

反応、課題
	※報告書等を添付すること。


	今後の展開
（今後の活動方針等）
	


　
　(2) 商品開発・改良事業
	商品の名称
	

	改良方法・内容
	※成果物等（報告書、写真等）を添付すること。


	改良結果・課題
	

	今後の展開
（今後の活動方針等）
	

	委託先の概要及び委託内容
	有・無
	

	市場調査の有無

	有・無
	内容


(3) 担い手育成事業

	研修の名称
	

	研修日時・回数
	

	研修方法・内容
	※研修資料等成果物を添付すること。
※参加者名簿を添付すること。



	研修会結果・課題
	

	今後の展開
（今後の活動方針等）
	


(4)ＥＣフェア、県内フェア開催事業

	フェアの名称
	

	開催場所（ＥＣフェアの場合はＥＣサイトアドレス）
	

	広告期間
	

	開催期間
	

	アクセス数
	

	反応・課題等
	※成果物等（報告書、写真等）を添付すること。


	今後の展開
（今後の活動方針等）
	


	ブランディング事業の名称
	

	ブランディングの方法・内容


	

	ブランディング結果・課題
	

	今後の展開
（今後の活動方針等）
	

	委託先の概要及び委託内容
	有・無



 (5)地場産業ブランディング事業

５　市町村等からの支援状況
	市町村名その他機関名
	補助金の名称及び内容
	補助金の活用

	　
	
	□交付済　□申請中　□なし

	
	
	□交付済　□申請中　□なし

	
	
	□交付済　□申請中　□なし


別紙２－１（共通）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　　　　　　　  　　　　
決算総表（収支決算書）
 (1) 収入の部（資金調達内訳）                                   　　（単位：円）　　　　　　　
	経費区分
	金　　額
	備　　　　　考

	
	予算額（※２）
	決算額
	

	補 助 金
	
	
	県補助金

	
	
	
	市町村負担分

	
	
	
	その他

	自己資金
	
	
	

	借 入 金
	
	
	

	そ の 他
	
	
	

	合　　計
	A
	㋐（※１）
	


(2) 支出の部（資金支出内訳）   　                                   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　　　（単位：円）
	補助対象事業の
区分

	補助事業に要する経費
	補助対象外
経費
	補助対象経費
（※３）
	左の負担区分

	
	
	
	
	自己負担額
	市町村負担額
	補助金額

	
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額
	予算額

（※２）
	決算額

	ア　見本市等出展・開催事業
	
	(a)

	
	
	
	(e)
	
	
	
	
	
	

	イ　
商品開発・改良事業
	
	　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	ウ　
担い手育成事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小計
（＝イ＋ウ）
	
	(b)
	
	
	
	(f)
	
	
	
	
	
	

	エ
フェア開催事業
	
	(c)
	
	
	
	(g)
	
	
	
	
	
	

	オ
地場産業ブランディング事業
	
	(d)
	
	
	
	(h)
	
	
	
	
	
	

	合　　計

	A

	㋐（※１）

	　

	㋑

	
	㋐－㋑

	
	㋐-㋒-㋓

	
	㋒

	
	㋓
B　　　　　


	※別紙３の納付額に記載がある場合は、「収益納付額（控除される額）」欄に転記すること。

	収益納付額（控除される額）※
	C

	
	交付を受ける補助金額
	B-C eq \o\ac(○,オ)


別紙２－２　支出明細報告書（見本市等出展・開催事業） 
事業の名称＜　　　　　　　　　　＞
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	(1)国内・海外の見本市等への出展に要する経費
(2)国内・海外の見本市等の開催に要する経費

	１－１
	謝金
	
	
	
	

	
	１－２


	旅費
	
	
	
	

	
	１－３


	事務費
	
	
	
	

	
	１－４
	委託料

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(a)
	
	(e)



別紙２－３　支出明細報告書（商品開発・改良事業、担い手育成事業）　　　　　　　　　　
　事業の名称＜　　　　　　　　　　＞　
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	商品の開発・改良、市場調査に要する経費
	２－１

	謝金
	
	
	
	

	
	２－２


	旅費
	
	
	
	

	
	２－３


	事務費
	
	
	
	

	
	２－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	担い手育成に要する経費
	３－１
	謝金
	
	
	
	

	
	３－２


	旅費
	
	
	
	

	
	３－３


	事務費
	
	
	
	

	
	３－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(b)
	
	(f)



別紙２－４　支出明細報告書（ＥＣフェア、県内フェア開催事業） 
事業の名称＜　　　　　　　　　　＞
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	ＥＣサイトでのフェア開催
事業に要する経費

	４－１
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	４－２
	販売物品の送料
	
	
	
	


	
	４－３
	事務費
	
	
	
	

	
	４－４
	構築・改修費
	
	
	
	

	
	４－５
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	県内でのフェア開催事業に要する経費
	５－１
	広告宣伝費
	
	
	
	

	
	５－２
	事務費
	
	
	
	

	
	５－３
	会場借料
	
	
	
	

	
	５－４
	委託料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(c)
	
	(g)



別紙２－５　支出明細報告書（地場産業ブランディング事業） 
	補助対象経費
	番号

（※１）
	項目
	積算
	補助事業に要する経費
（円）(※２）
	補助対象外経費
（円）
	補助対象経費
（円）（※３）

	地場産業ブランディング事業に要する経費

	１－１

	謝金
	
	
	
	

	
	１―２
	旅費
	
	
	
	

	
	１－３
	事務費
	
	
	
	

	
	１－４
	委託料

	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　　　　　計
	
	
	(d)
	
	(g)



別紙３（見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア、県内フェア開催事業＜販売あり＞）

収益納付に係る報告書
                                                           　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	補助事業
	補助事業に要する経費（A）
	県補助額(B)
	市町村
補助額(C)
	補助事業に係る売上額(D)
	補助事業に係る収益額(E)
	控除額(F)
(A-B-C)
	納付額(G)
(E－F)

	(1)国内・海外の見本市等への出展事業
(2)国内・海外の見本市等の開催事業
(3)ＥＣフェア、県内フェア開催事業

	
	
	
	
	
	
	


【記載注意事項】

（1） 販売等売上げを伴う見本市等出展・開催事業及びＥＣ出店・フェア開催事業について記入すること。
（２）「補助事業に係る売上額（D）」とは、補助事業期間における当該事業の売上額をいう。

（３）「補助事業に係る収益額（E）」とは、「補助事業に係る売上額（D）」から、同売上額を得るのに要した額
（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）を差し引いた額をいう。 
なお、「補助事業に係る収益額（E）」がゼロ又はマイナスの場合には、ゼロと記載すること。

（４）「控除額（F）」＝「補助事業に要する経費（A）」―  「県補助額（B）」―「市町村補助額（C）」 
（５）「納付額（G）」＝「補助事業に係る収益額（E）」―　「控除額（F）」≦　「県補助額（B）」
【添付書類】

補助事業に係る収益額等の算定に必要な次の額を確認できる資料を添付すること。
　・補助事業に係る売上額
　・同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）
別紙４
補助事業評価書
１　指標となる目標数値の達成度
　
	区分
	指標
	目標数値
	達成数値

	見本市等出展・開催事業
	商談件数（必須）
	件
	件

	
	成約件数（必須）
	件
	件

	
	成約額　（必須）
	円
	円

	商品開発・改良事業
	
	
	

	担い手育成事業
	
	
	

	ＥＣフェア、県内フェア開催事業
	受注件数（必須）
	件
	件

	
	販売額　（必須）
	円
	円

	地場産業ブランディング事業
	
	
	


２　事業の効果

※申請時に提出した補助事業に係る目標設定書（別紙２）の「２（ア）期待される効果」で記載した内容を踏まえた内容とすること。

３　事業の問題点及び今後の改善策
４　次年度以降に予定している事業内容（取組）
※申請時に提出した補助事業に係る目標設定書（別紙２）の「４　補助事業を経て、今後申請者が目指すビジョンで記載した内容」を踏まえた内容とすること。

別紙５（共通）　実績報告時チェックリスト

１　報告書類（添付書類）

※提出前に各書類の有無を確認し、○又は×を記載すること。
	
	報告書（添付書類）名称
	申請者

	１
	実績報告時チェックリスト（別紙５）
	

	２
	実績報告書（別記第６号様式）
	

	３
	事業実績報告書（別紙１（共通））
	

	４
	決算総表（収支決算書）（別紙２（共通））
	

	５
	支出明細報告書（別紙２－１～５）
	

	６
	収益納付に係る報告書（別紙３）
・補助事業に係る売上額の確認書類
・同売上額を得るのに要した額（補助対象経費以外の製造原価、販売管理費等）の確認書類
【販売等売上げを伴う見本市等出展・開催事業、ＥＣフェア開催事業に限る。】
	

	７
	補助事業評価書（別紙４）
	

	８
	実績額の根拠書類（請求書、振込依頼書、納品書等）　
	

	９
	為替レートの確認書類（※海外見本市等出展・開催事業のみ）
	

	10
	成果物
	


○実績報告書１ページの完了日にも同じ日付を記載すること。





※１　(1)収入の部の「㋐」と(2)支出の部の「㋐」が一致すること。


※２　「予算額」欄には、申請書の計画の内容に記載したもの（補助事業計画を変更した場合は、承認を受けた変更後の計画に基づくもの）を記入すること。


※３　「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間の取引により生じる経費は、補助対象とならない。


※４　予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を備考欄に記入すること。


※５　経費については、千円未満を切り捨てず円単位まで記入すること。ただし、補助金額は、千円未満を切り捨てた額を記入すること。





※１　積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない








※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※１ 積算金額の根拠書類に「番号」欄と同じ番号を記載すること。


※２ 「補助事業に要する経費」欄には、当該事業を遂行するのに必要な経費の総額を記入すること。金額については、見積書、価格表等による正確な金額を記載すること。


※３ 「補助対象経費」欄には、「補助事業に要する経費」のうち補助金の交付の対象となる経費について、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。連携体構成員間


の取引により生じる経費は、補助対象とならない





※申請時に提出した補助事業に係る目標設定書（別紙２）に記載した指標となる目標値を転記すること。


※必要に応じて欄を追加すること。












